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プロフィール 2020年3月31日現在

設立
2008年 （平成20年）10月1日（旧日本開発銀行 1951年（昭和26年）設立）

（旧北海道東北開発公庫 1956年（昭和31年）設立）
（旧日本政策投資銀行 1999年（平成11年）設立）

代表取締役社長 渡辺 一

職員数 1,195名

資本金 1兆4億24百万円（全額政府出資）

本店所在地 〒100-8178 東京都千代田区大手町一丁目9番6号

URL https://www.dbj.jp/

支店・事務所等 支店10ヵ所、事務所8ヵ所、海外現地法人4ヵ所

総資産額 17兆4,194億円

貸出金残高 12兆5,213億円

総自己資本比率 16.54% （バーゼルⅢベース、国際統一基準）

発行体格付 A1 (Moody's)、A(S&P)、AA+ (R&I)、AAA (JCR)

（上記は単体ベース）
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DBJグループの歩みと社会課題
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TCFD提言に基づく気候関連情報開示

2018/6 TCFD提言への賛同表明
2018/9 経済産業省「TCFD研究会」に参加
2019/5 TCFDコンソーシアム参画

（企画委員会、同情報活用WG）
2019/10 グリーン投資ガイダンス(GIG）公表
2019年度 環境省「TCFDに沿った気候リスク・機会

のシナリオ分析事業」の支援の下、シナリ
オ分析作業を本格化

【推進体制】

【これまでの主な取り組み】

・経営企画部（サステナビリティ経営室）、設備投資研
究所を中心とする検討

・経営会議傘下の「サステナビリティ経営会議」におけ
る審議・モニタリング。
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シナリオ分析の概要

 脱炭素社会に向けた技術革新、政策等による「移行機会」に着目
→試行的に５つの技術（CCS、ＥＶ、バイオマス、水素、再エネ）を対象に、技
術発展・普及を踏まえた成長機会・事業耐性をシナリオ別に分析。

 シナリオに「共通社会経済経路（SSP）」を利用
→社会経済動向の不確実性を織り込むため、将来の仮定としてのシナリオ
にSSP*を利用し、気温上昇幅1.5℃、２℃、４℃環境下における社会経済
動向を踏まえた分析を実施。

*Shared Socioeconomic Pathways

 対象セクターについてシナリオごとに成長機会を分析・評価
→想定シナリオ（SSP1、SSP3、SSP5-1、SSP5-2）ごとに、５つの技術の影
響度を定性・定量両面から分析し、各セクターの成長機会・事業耐性を評
価。

上記分析を足がかりに、NGFS（ Network for Greening the Financial System ）
等による議論をフォローしつつ、分析の精緻・高度化作業を継続中



5

株式会社日本政策投資銀行

経営企画部サステナビリティ経営室

ご清聴ありがとうございました。

ご質問、ご相談等がございましたら、何なりと下記連絡先にお問い合わせください。

連絡先
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当資料は、貴社及び当行間で検討／議論を行うことを目的に貴社限りの資料として作成されたものであり、特定の取引等を勧誘するものではなく、当行がその提案
内容の実現性を保証するものではありません。

当資料に記載された内容は、現時点において一般に認識されている経済・社会等の情勢および当行が合理的と判断した一定の前提に基づき作成されております
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